
 

記者配布資料                  平成２５年９月１０日 

大阪経済記者クラブ会員各位 

 
 
「電力の安定供給と電気料金再値上げ抑止に関する緊急要望」建議について 
 

 

【お問合先】 

 大阪商工会議所 経済産業部（近藤・小林） 
ＴＥＬ：０６－６９４４－６３０４ 

＜概 要＞ 

○ 近畿２府５県（福井県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県）の７１

商工会議所で組織する近畿商工会議所連合会（会長＝佐藤茂雄・大阪商工会議所会頭）

は、「電力の安定供給と電気料金再値上げ抑止に関する緊急要望」を取りまとめ、本日付

で内閣総理大臣・原子力規制委員長はじめ政府関係機関・与党幹部などに建議した。 
○ 電力の安定供給・原発再稼働に関し、近畿商工会議所連合会として建議するのは、昨年

５月に続き２度目。 
○ 今回の要望は、大飯原子力発電所の運転停止により、国内で稼働する原発が再びゼロと

なる（９月１５日）のを前に、関西電力管内と概ねエリアが一致する近畿圏の７１商工

会議所の総意として、迅速な安全審査と早期の再稼働実現を強く求めるもの。 
○ 要望では、長期にわたり安価・安定的な電力確保の見通しが立たない異常な状況は、安

倍内閣が進める成長戦略にとって決定的な足かせになると憂慮。そのうえで、原子力規

制委員会には、原発停止が日々国富を棄損し続けている現状を直視し、国民・企業と切

迫感を共有しつつ、迅速・合理的な審査を行うよう訴えている。 

○ 中でも関西電力管内では、大飯原発・高浜原発の審査が遅れていることから、電力需給

逼迫や、電気料金再値上げといった事態に陥ることを危惧。特に、漸く活断層問題をク

リアした大飯原発について、これまでの遅れを取り戻すべく、一刻も早く安全審査を進

めるよう強調している。 
 

＜要望内容のポイント＞ 

１ 迅速・合理的な安全審査の推進 

○ 電力の安定供給と料金抑制には、安全が確認された原子力発電所の順次速やかな再稼働

が不可欠。原子力規制委員会は、大飯・高浜はじめ再稼働申請のあった原発について、

迅速・合理的な審査により結論を出すべき。 

○ 原発敷地内の活断層の検証については、いたずらに議論を長期化させず、合理的なリス

クマネジメントの見地から結論を得るべき。大飯原発に関しては、一刻も早く安全審査

を進めるべき。 

 

２ 安全が確認された原発の順次速やかな再稼働 

○ 原子力規制委員会により安全性が確認された原発については、政府の責任により、早期

の再稼働を実現すべき。 

以 上 

 

＜添付資料＞ 資料１：「電力の安定供給と電気料金再値上げ抑止に関する緊急要望」 

       資料２：近畿商工会議所連合会 加盟会議所名簿  
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平成２５年９月１０日 

 

 

電力の安定供給と電気料金再値上げ抑止に関する緊急要望 

～ 迅速・合理的な原発の安全審査の推進を ～ 

 

 

近畿商工会議所連合会 

 

長期にわたり、安価・安定的な電力確保の見通しが立たない異常な状況が続

く中、国民生活や企業とりわけ中小企業の活動は深刻なダメージを被っている。

同時にこの状況は、今後安倍内閣が進める成長戦略にとって決定的な足かせに

なるものと憂慮に耐えない。 

今般の大飯原子力発電所の運転停止により、国内で稼働する原発は再びゼロ

となる。国際情勢如何では火力燃料価格のさらなる高騰も危惧される中、とり

わけ関西電力管内では、大飯原発・高浜原発の再稼働に向けた審査が遅れてお

り、電力需給の一層の逼迫や、さらなる電気料金値上げといった事態に陥るこ

とを危惧している。 

 電力の安定供給は、わが国経済が長年のデフレから確実に脱却し、力強い再

成長に踏み出すための大前提である。かかる観点から、政府はまずは差し迫っ

た課題であるここ数年間の電力需給の安定化と料金抑制に万全を期すなど、下

記諸点に特段の配慮を払われるよう、近畿７１商工会議所の総意として強く要

望する。 

記 

 

１ 迅速・合理的な安全審査の推進 

電力の安定供給と料金抑制のためには、安全が確認された原子力発電所の順

次速やかな再稼働が不可欠である。原子力規制委員会には、原発の停止による

慢性的な電力不足やエネルギーコストアップが日々国富を棄損し続けている

現状を直視し、大飯・高浜はじめ再稼働申請のあった原発に関し、迅速・合理

的な審査により結論を出されるよう切望する。審査を急ぐのは、豊かな生活や

国力増進・安全保障のためであるとの認識を強め、国民・企業と切迫感を共有

しつつ任に当たられたい。 

特に原発敷地内の破砕帯が活断層か否かの検証については、いたずらに議論

を長期化させず、合理的なリスクマネジメントの見地から結論を得られたい。

また、活断層と原発立地のあり方に関しては、地質学上の知見に加え、工学技

術を駆使するなど、安全性確保のため幅広い方策を検討されたい。 

資料１ 
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大飯原発に関しては、原子力規制委員会の有識者会合が漸く「活断層ではな

い」との見解を示したことを受け、一刻も早く安全審査を進められたい。 

 

 

２ 安全が確認された原発の順次速やかな再稼働 

原子力規制委員会により安全性が確認された原発については、政府の責任に

より、立地自治体はじめ関係者との合意形成などを図り、早期の再稼働を実現

されたい。 

また、中長期のエネルギー確保のあり方については、安全第一はもとより、

国の成長や豊かな国民生活の実現を目指した、供給の安定性とコストの両面で

満足できる、リアリティのある戦略を構築されたい。 

 

以 上 
 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

【建議先】 

○内閣総理大臣、副総理、内閣官房長官、内閣官房副長官 

○経済産業大臣、副大臣、大臣政務官、事務次官、官房長、近畿経済産業局長 

○資源エネルギー庁長官、次長、審議官、参事官、省エネルギー・新エネルギ

ー部長、資源・燃料部長、電力・ガス事業部長 

○中小企業庁長官、次長、事業環境部長、経営支援部長 

○環境大臣、副大臣、大臣政務官、事務次官、官房長、総合環境政策局長、 

近畿地方環境事務所長 

○原子力規制委員長、原子力規制庁長官、次長 

 

○各政党の代表、与党政策責任者、地元選出国会議員 
 
 

【（写）送付先】 

○関西広域連合長、地元知事・市長 
○日本商工会議所会頭、日本経済団体連合会会長、経済同友会代表幹事、 

関西経済連合会会長、関西経済同友会代表幹事 
 

以 上 



福井 福井商工会議所 兵庫 神戸商工会議所

敦賀商工会議所 姫路商工会議所

武生商工会議所 尼崎商工会議所

大野商工会議所 明石商工会議所

勝山商工会議所 西宮商工会議所

小浜商工会議所 伊丹商工会議所

鯖江商工会議所 西脇商工会議所

滋賀 大津商工会議所 相生商工会議所

長浜商工会議所 赤穂商工会議所

彦根商工会議所 三木商工会議所

近江八幡商工会議所 洲本商工会議所

八日市商工会議所 豊岡商工会議所

草津商工会議所 高砂商工会議所

守山商工会議所 龍野商工会議所

京都 京都商工会議所 加古川商工会議所

舞鶴商工会議所 小野商工会議所

福知山商工会議所 加西商工会議所

綾部商工会議所 宝塚商工会議所

宇治商工会議所 奈良 奈良商工会議所

宮津商工会議所 大和高田商工会議所

亀岡商工会議所 生駒商工会議所

城陽商工会議所 橿原商工会議所

大阪 大阪商工会議所 和歌山 和歌山商工会議所

堺商工会議所 海南商工会議所

東大阪商工会議所 田辺商工会議所

泉大津商工会議所 新宮商工会議所

高槻商工会議所 御坊商工会議所

岸和田商工会議所 橋本商工会議所

貝塚商工会議所 紀州有田商工会議所

茨木商工会議所

吹田商工会議所

八尾商工会議所

豊中商工会議所

池田商工会議所

泉佐野商工会議所

北大阪商工会議所

守口門真商工会議所

松原商工会議所

高石商工会議所

箕面商工会議所

和泉商工会議所

大東商工会議所

近畿商工会議所連合会　加盟会議所名簿

計７１商工会議所

資料２ 


